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◆国民経済計算～４－６月期・２次速報～　　9月12日（内閣府） 

　・実質ＧＤＰ（国内総生産）の成長率（季調値）は、前期比０．８％。　 

　・実質ＧＤＰ成長率の寄与度は、国内需要（内需）が０．６％、財貨・サービスの純輸出（外需）が０．２％。 

◆派遣労働者実態調査結果の概況～平成16年～　　9月16日（厚生労働省） 

　・平成１６年８月３１日現在で、派遣労働者が就業している事業所の割合は３１．５％。 

　・産業別にみると、金融・保険業で６３．８％と最も高く、次いで情報通信業、不動産業、製造業の順となっている。 

◆少子化と男女共同参画に関する社会環境の国際比較報告書　　9月16日（男女共同参画会議） 

◆法人企業景気予測調査～７-９月期～　　9月26日（内閣府・財務省） 

　・従業員数判断ＢＳＩ（「不足気味」－「過剰気味」）は、大企業、中堅企業、中小企業いずれも引き続き「不足気味」超と

なっている。 

◆企業短期経済観測調査（短観）～９月～　　10月３日(日本銀行) 

　・全国大企業の業況判断Ｄ.Ｉ.（「良い」－「悪い」）は、製造業で１９（前期１８、先行き１８）と1ポイント上昇。非製造業は 

　  １５（前期１５、先行き１６）。 

　・雇用人員判断Ｄ.Ｉ.（「過剰」-「不足」）は、大企業全産業で－１（前期０、先行き－４）。 

最 近 の 統 計 調 査 より  

9月11日～10月10日に公表された主な労働関係統計　　　　　　　　　　　　　　　　　　（月次統計を除く） 

　注目の統計・指標 

民間給与実態統計調査～平成16年度～　　9月28日（国税庁） 

～民間給与7年連続の減少～～ 
　2004年度（平成16年度）の民間給与実態統計調査によると、一年を通じて民間企業に勤務した人の平均給与は、
前年より5万円（1.1％）減少の439万円だった。減少は7年連続となっている。内訳は、平均給与・手当が370万円（前
年比1.1％減）、賞与が69万円（同2.0％減）。給与に占める賞与の割合は18.6％と、前年の18.8％を0.2ポイント下回り、
７年連続の低下となった。ただし、平均給与、
賞与ともに、前年より低下の度合いは縮小し
ている。 
　給与所得者の給与階級別分布をみると、男
性では年間給与額400万円超 500万円以下の者
が495万人（構成比18.0％）、女性では100万円
超 200万円以下の者が445万人（構成比26.1％）
と最も多くなっている。 
 平均給与の伸び率を男女別に見てみると、お
おむね女性が男性を上回
って推移している。 
なお、平均勤続年数は、
男女とも大きく変化して
いない。 
 

情報解析部 
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主　要　労　働　指　標 

１５歳以上 
人口 

資料出所 

注1)短時間女性雇用者数は、非農林業に従事する週間就業時間が35時間未満の雇用者。 

注2）pは速報値。 

総務省「労働力調査」 厚生労働省「一般職業紹介状況」 厚生労働省「労働経済指標」 
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資料出所 厚生労働省「一般職業紹介状況」 厚生労働省「毎月勤労統計調査」 
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現金給与総額 
（前年比） 

総実労働時間 
（前年比） 

所定外労働時間 
（前年比） 

労働生産性 
（製造業） 

賃金コスト 
（製造業） 

（前年比） 前年比 

資料出所 

注3）アメリカ：16歳以上。  イギリス：16歳以上。月数値については、2か月前からの3か月間の平均値である。 
　　 ドイツ　：公務員及び臨時雇用者を除く。  フランス：四半期値については雇用者数である。 

厚生労働省「毎月勤労統計調査」 労働政策研究・研修機構にて算出 
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労働力需給の推計 今月のキーワード解説 

（情報解析課長　秋山恵一） 

　情報解析課では、本年8月末に労働力需給の推計結果を公表しました。今回は、これについて簡単に紹介
したいと思います。 
 
　本件を含め、各省庁、研究機関などにおいて日本の人口、日本経済など多くの将来推計が試みられてお
ります。そもそも、なぜ将来推計が行われるのでしょうか。 
　その理由の一つとしては、各種統計調査で得られる数値・指標は、あくまで調べた時点の結果であり、
過去を示したものに過ぎないということがあると思います。しかし、各省庁などが行政運営を進めていく
には、今までの統計数値・指標だけでは不十分で、今後どのように推移するであろうか、すなわち、今後
を予測した数値・指標が必要です。例えば、年金や医療といった政府の制度では、長期にわたる安定的な
制度運営を行うためには、将来を見越した設計が必要ですので、そういった点でも、将来推計が必要です。 
 
　この度当課が行った推計では、計量経済の分析手法を用いています。実際の統計データから、個々の経
済現象の相互依存関係を統計的手法を用いて関係方程式を定め、それら方程式を組み合わせた連立方程式
体系を構成しました（計量経済モデルと呼ばれます）。 
　この連立方程式体系を解く
ことにより、将来推計を行う
ものです。 
　つまり、①過去のデータか
ら関係する方程式を設定し、
②将来想定される条件設定を
行って、将来の推計値を求める、
という手順を踏みます。 
　計量経済モデルの計算に際
して、将来の条件設定を変え
ることにより、各種数値の変
化が他に与える影響を定量的
に把握することができます。 
　今回行った推計においても、
5通りのケース（労働市場へ
の参加が進まないケース、高
年齢者の雇用機会が高まるケ
ース、女性の能力活用・仕事
と生活の両立が進むケース、
若年の就業が進むケース、労
働市場への参加が進むケース）
を5通りの経済成長率ごとに、
つまり合計25通りの推計を行
いました。また、ケースの相
互比較を行うことにより、条
件設定の違いによって数値が
どの程度変化するかをつかむ
ことができます。 
 
（「労働力需給の推計」についてのウェブアドレス） 
　http://www.jil.go.jp/institute/chosa/2005/05-006.html


